
発注 出荷報告 販売報告 新規追加項目名 　　新　　規　　項　　目　　説　　明

ｅお菓子ねっとセンターに登録された漢字コード区分がセットされてくる
（1：S-JIS、2：ＪＩＳ、3：ＪＥＦ、4：ＩＢＭ）（未登録は１：S-JIS）

○ 納入時間（至） 卸売業が指定した納品／引取完了時間(時分)

　 ○ 出荷年月日 メーカが実出荷した日

発注日 着荷日 納品日 発注日／着荷日／納品日 卸売業が指定した　発注日／着荷する予定日／納品日　を指定

　 ○ 倉庫コード メーカーの出荷倉庫を識別したい場合

　 ○ 伝送区分　 請求・支払データを伝送する場合のデータの発生区分　
○ 出荷報告以外区分 請求・支払データの作成の時、出荷報告データとの関係を指定

　 ○ 集計明細区分 請求・支払データを明細または伝票集計での作成区分
　 ○ 請求締日 提供企業(メーカ)の請求最終締日

○ 請求口座 提供企業(メーカ)の請求口座コードを指定
　 ○ 請求支払区分 請求・支払データのデータの発生区分を指定

三次店コード 直送する場合の三次店の取引先コード　(プライベートコード可)
三次店名 センター納品する場合のセンターの取引先コード

チェーン店コード 店舗コード　　(プライベートコード可)
チェーン店名

○ ○ 電話番号 届け先の電話番号

○ ○ 住  所 届け先の住所

○ ○ ○ 消費税区分／税率 消費税の税区分と税率を指定

○ ○ 　 ロット不足運賃負担区分 発注ロット不足になった場合の運賃負担の区分を指定

下請法：伝票表示内容／区分 下請法関係の伝票表示内容等を指定する
下請法：支払期限 下請法関係の支払期限を指定

該当の項目の取引先の属性区分を指定
ｂ：統一取引先、６：ＧＬＮ、７：卸ＰⅤコード、８：メーカＰⅤコード

届け先名／摘要カナ等の文字の指定を明確化
ｂ　：　英数カナを指定　　　１　：　漢字を指定

相対の運用で、添付商品扱いを指定
ｂ：通常商品、１：現品添付、２：見本、３：景品

○ ○ 　 入荷単位ケース数 荷合せ品等の最小発注単位ケース数を指定

ケース(外箱)内の単品(バラ)の入数
ボール(内箱)内の単品(バラ)の入数

ケース単位の時に、販売ケース数量を指定する
ボール単位の時に、販売ボール数量を指定する

単価がケース単価か、ボール単価か、バラ単価を指定する
１：ケース単価、２：ボール単価、ｂ／３：バラ単価

○ ○ 　 卸発注行番号 卸売業での発注伝票行№

○ 納入単価表示区分 在庫型センター等の納入時に、単価/金額の表示・非表示を指定

○ ○ 　 入庫許容日付 相対で入庫許容日付を指定

○ 　 実入庫製品日付 相対で実入庫製品日付を指定

○ 　 製造ロット番号 相対で実入庫した製品のロット番号を指定

○ ○ 　 温度管理区分 該当商品の温度帯管理区分を指定

○ 　 製品容器区分 該当商品の製品・容器かを指定　（ｂ／０：製品、１：容器）

○ 　 外箱ＧＴＩＮ（ＩＴＦ）コード 実際に入庫する外箱のＩＴＦコードを指定（ケースＧＴＩＮ／ボールＧＴＩＮ）

○ ○ ○ 菓子業界商品分類コード 菓子業界の新商品分類コード（JICFSの機能分類コードとして登録）

○ 　 割戻計算区分　（１～３） 割戻計算の小数点以下端数処理（０：切り捨て、１：切り上げ、２：４捨５入）
○ 　 割戻区分　　　　（１～３） 割戻の条件区分　　（相対で、区分設定運用）
○ 　 割戻基準　　　　（１～３） 割戻の基準の区分　　（ｂ：割戻率、１：割戻単価、２：割戻金額）
○ 　 割戻率／単価　（１～３） 割戻基準値を指定　　（小数点以下２桁指定）

　

発注 出荷報告 販売報告 新規追加項目名 　　新　　規　　項　　目　　説　　明

○ ○ 卸発注伝票№ 卸売業が伝票ヘッダー単位に発注№をセットする　（６桁⇒８桁に拡張）

一次店コード 卸売業の請求取引先コード　（８桁→13桁に拡張）
一次店名 英数カナ文字／漢字表示　　（30桁→40桁に拡張）

二次店コード 卸売業の請求取引先コード　（８桁→13桁に拡張）
二次店名 英数カナ文字／漢字表示　　（30桁→40桁に拡張）

届け先コード 卸売業の請求取引先コード　（８桁→13桁に拡張）
届け先名 英数カナ文字／漢字表示　　（30桁→40桁に拡張）

○ ○  卸最新在庫日付 卸売業が前回迄に納入された最新在庫の日付を指定　（５桁⇒８桁に拡張）

漢字コード区分

○○

○ ○

商品添付区分

取引先区分

○

ケース(ボール)当り入数

【　訂正項目　】

日本語区分

○ ○ ○

○ ケース(ボール)数

　

○

○

○

○

○ ○ ○

○ ○ ○

【　追加項目　】

○

○ ○

○

○ 販売単価区分

○ ○ ○

○ ○ ○

業務改善の促進 
（伝票レス ・ 検品レス） 

卸売業・メーカ、相対で、伝票レス・検品レスを想定して、納品書や受領伝票のやり取りもＥＤＩに置き換える事で、 
紙の伝票を無くし、事務処理コストや伝票代の削減が可能になります。 

補足 2-③ 
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